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はじめに 

 
 
 
本書は、第３１回研究評価委員会において設置された「ゼロエミッション石

炭火力技術開発プロジェクト／ゼロエミッション石炭火力基盤技術／次世代高

効率石炭ガス化技術開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成

２４年１１月１６日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥ

ＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３５回研究評価

委員会（平成２５年３月２６日）にて、その評価結果について報告するもので

ある。 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会「次世代高効率石炭ガス化技術開発技術開発」分科会 

（事後評価）  
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究評価委員会 

「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ゼロエミッシ

ョン石炭火力基盤技術／次世代高効率石炭ガス化技術開発」 
（事後評価） 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料５―２より抜粋） 
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「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ゼロエミッシ

ョン石炭火力基盤技術／次世代高効率石炭ガス化技術開発」 
 

全体の研究開発実施体制
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「ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト／ゼロエミッシ

ョン石炭火力基盤技術／次世代高効率石炭ガス化技術開発」 

（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
発電効率の向上は、発電に伴う CO2 排出抑制に直接効果がある手段であり、

石炭火力発電の高効率化が望まれる所以である。石炭ガス化発電システムの熱

効率向上の方策として、廃熱を用いた水蒸気改質によって水素を生成するとい

うエクセルギー再生のアイデアは有効と評価でき、学術的には有意義な研究成

果が得られている。また、低温ガス化で大きな課題となるタール除去方法に対

しても、優れた知見が得られている。 

しかし、設備設計から起動、運転操作さらには制御に至るまで、極めて複雑

かつ困難な課題がある。また、目標とする発電効率を得るためには、本研究開

発プロジェクトの範囲外となる要素技術の確立に依存するなどの問題があるこ

とから、実用化へのロードマップは未知数である。 

なお、本研究では開発された低温ガス化技術、高濃度・大循環量の循環流動

層技術、および流動層のシミュレーションの要素研究・技術レベルは高く、そ

の波及効果が期待される。 

 
２）今後に対する提言 
本事業での開発した石炭ガス化発電システムは、高効率石炭火力発電システ

ムの基幹技術であるが、システム構成上ガス精製、1700℃級ガスタービン、大

型固体酸化物形燃料電池（SOFC）等の他の技術の確立が欠かせない。これらの

技術に対して、単に開発状況を見極めていくことに止まらず、目指すシステム

上のニーズや要求仕様を積極的に発信し、開発の推進力となることも考慮され

たい。 

また、次世代高効率石炭ガス化技術実用化のハードルが高いが、波及効果の

ある優れた成果を出しており、現時点での成果を小規模なバイオマスガス化や

発電を目的としない石炭ガス化システムに適用するなど、実用化に近い他の技

術への活用を具体的に考えるべきである。さらにパイロットレベルでのホット

モデルによる検証や、ガス精製技術などその他の要素技術研究と組み合わせた

もう少し規模の大きい大型プロジェクトを企画するなど、エネルギーの将来展
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望を見据えた、今後の継続的な展開も重要であろう。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
石炭の利用は国のエネルギー政策･戦略上重要であるが、その利用にあたり対

環境性向上が必要であり、石炭ガス化技術開発のニーズは高い。極めて新しい

技術コンセプトに基づいたテーマであるため技術のハードルが高く、開発に時

間がかかるため民間の資金のみでは開発が困難であり、NEDO 事業として実施

することは妥当である。 

一方、当該研究開発の内容が基礎的な研究のレベルに留まっており、また目

標とする発電効率を達成するためには、周辺技術の進展が不可欠である。今後

高効率石炭火力発電の体系を俯瞰したうえで、ここで目指しているガス化技術

の位置付け、必要性を整理してほしい。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
現在実用開発段階にある技術の発電効率を大きく上回る効率の実現可能性を

見通すことを目標としており、研究開発の目標は妥当である。また、提案され

た石炭ガス化システムを構築するための適切な研究計画が立案されている。プ

ロジェクトリーダーが研究開発全般の整合を取っており、また研究実施者が適

切に選定されている。中間評価の結果をうけ、プロジェクト全体を包括的に成

果と実用化の見通しの両面から討議する場を設けるなど、情勢の変化・技術動

向に適切に対応していた。 

一方、研究開発の数値目標の設定が甘く、その数値目標の達成が、技術の実

用化にどのように繋がるのか明確な見通しが不足している。企業の関与が弱く、

プロジェクトの終了時点で、実用化はおろか、次のパイロット規模の技術実証

の見通しもはっきりしていない。参加メーカが途中で入れ替わったことは、技

術継承、解析･評価の連続性等において問題があったのではないか。 

 
３）研究開発成果について 
基礎研究として一部世界をリードする独創的な成果も得られ、システムのエ

ネルギーおよび物質収支からライザー内粒子循環量、伝熱速度、タール除去な

ど当初設定した低温ガス化に関する基礎的知見を得た。世界で類を見ない大型

コールドモデルでの実験成果は極めて先端的であり、汎用性のある知見が得ら

れている。 

一方、「炉内流動解析」以外は、開発目標が抽象的であり、目標が達成された

かどうかの評価が困難である。また、本研究開発成果はあくまでコールドモデ
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ルとラボスケールのバッチ式ホットモデル試験結果の段階であり、当該研究で

得られた成果から実用化のためのスケールアップまでには、装置上の解決すべ

き課題が山積している。知財に関して特許の出願が少なく、特にプロセスのオ

リジナリティに対する知的財産権の取得が弱いと判断される。 

また、このプロジェクトで得られた成果の普及展開を考えるべきであり、ど

のような技術に活用できるか十分に整理し、具体的な情報として提供すべきで

ある。 

 
４）実用化の見通しについて 
基礎研究のため、実用化のイメージおよび開発のマイルストーンが具体的に

示されているとは言い難いが、エクセルギー再生による高効率化のイメージは

示されている。 

実用化に至るには、まだ多数の克服すべき課題が残されており、現時点では、

実用化を見通すことができない。特に、低温ガス化プロセスの開発が、電気炉

加熱の段階で終わっており、エネルギー面での自立性の実証がなされておらず、

引き続き研究開発が行われる見通しが立っていない。 

A-IGCC、A-IGFC ともに、高温ガスタービンや SOFC 技術開発の進捗にも依

存されるため、早期事業化のためには既存技術を周辺技術として活用すること

を前提とした高効率化システム構築の可否とその技術課題抽出が望まれる。併

せて、低温ガス化技術を用いた高効率石炭火力発電システム構成上の他の技術

について、単に開発状況、動向を見極めることではなく、目指す発電システム

の実用化可能性向上のため、ガス化炉側からのニーズや要求仕様を積極的に発

信し、開発を誘引することも考慮されたい。 

また、本事業で得られた低温ガス化、触媒、流動解析に係る成果には、高効

率石炭火力発電技術以外の流動床技術分野に共通して活用できる要素が含まれ

ることから、波及効果を意識して結果の整理、発信を行ってほしい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.3 

2.3 

1.8 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A B B A A A 

２．研究開発マネジメントについて 1.8 B B B C B B 

３．研究開発成果について 2.3 B B B B A A 

４．実用化の見通しについて 1.3 C C D B B B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化の見通しについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

 
 

平均値 


